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●論文要旨 
 本稿では、高齢者の中でも認知症等で認知機能が低下している消費者の被害に注目

してその傾向を明らかにすることを試みた。方法としては、高齢者の消費生活相談の

うち判断不十分者契約と判断されているものを全国消費生活情報ネットワークシステ

ム（PIO-NET）から抽出し、自然言語処理を用いて分析した結果をワードクラウドに

よって視覚化した。また、判断不十分者契約以外の相談との比較を試みた。その結果、

判断不十分者契約は、80代が 6割以上を占めるが、90代でも 2年間で 1千件以上の相

談があった。相談者は、判断不十分者契約以外の相談の約 8 割が当事者からの相談だ

ったのに対して、判断不十分者契約では逆に約 8 割が当事者以外からの相談であった。

ワードクラウドによれば、判断不十分者契約では、まず「認知症」が大きく表示され

ており、認知症に関連した消費者相談が多くを占めることが示唆された。次に「母親」

「叔母」「祖母」といった続柄を表す単語が重要度の高い単語として大きく表示され

ており、当事者以外からの相談が特徴的であることを反映していると考えられた。ま

た、「電話」「訪問」といった単語も大きく表示されており、電話や訪問による勧誘

が関連した相談が多いことがうかがわれる。商品、サービスについては、男女で違い

がみられ、男性では「工事」「プロバイダ」などに加えて「株取引」といった資産運

用に関連した単語が表示されていた。一方で女性は、「健康食品」「新聞」や「サプ

リ」「化粧品」といった商品の名前が表示されていた。年代による特徴としては、70

代では「キャッシング」「信販会社」といった単語がみられるものの、80代、90代で

は「新聞」「工事」といった勧誘を元にした受け身の契約に関連する単語がみられた。

年代による消費活動の内容の違いを反映しているものと思われる。また、PIO-NET に

おいて判断不十分者契約に区分されていない相談について、自然言語処理により判断

不十分者が関連していると推定される相談の抽出を試みた。2019-2020 年度を例にと

ると、65 歳以上の男女の判断不十分者契約が 16,759 件だったのに対して、それ以外

の契約から抽出された判断不十分者契約と推定される相談は 47,267件と 3倍弱の件数

が抽出された。消費生活センターにおいては契約者の判断能力について十分な情報が

あるとは限らず、判断不十分者契約として判定することにためらいを感じることが、

消費生活センターの相談員へのヒアリングにおいても聞かれたことから、実際にはよ
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り多くの相談が判断不十分者と関連していると推定される。また、企業へのヒアリン

グにおいては、販売形態、商品・サービスの内容などにより、顧客の認知機能障害の

影響が異なることが明らかとなった。最後に、消費者トラブルへの認知機能障害や精

神症状の関与について、具体的な事例を挙げて解説した。 

 


